
北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型） 

実施事務取扱要領 

 

制定 平成 30 年 4 月 4 日農地第 12 号 農政部長通知 

最終改正 令和３年（2021 年）６月１日付け農地第 96 号 農政部長通知 

 

水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）（以下「本事業」という。）

の実施等については、水利施設等保全高度化事業実施要綱（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第

2702 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び水利施設等保全高度化事業実

施要領（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第 2703 号農林水産省農村振興局長通知。以下「要領」

という。）に定めるもののほか、この取扱要領の定めるところによるものとする。 

 

第１ 対象事業 

   農地集積促進型 

   要領別紙１（水利施設整備事業に係る運用）（以下「運用」という。）の第２の９に定

める事業を対象とする。 

 

第２ 事業の計画等 

１ 市町村長は、運用第５の７に規定する農用地利用集積地域土地改良整備計画（以下「整

備計画」という。）を本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに作成し、総

合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に提出するものとする。 

  なお、運用別表２の区分の欄の４の（２）のウ中心経営体農地集積促進事業を実施する

場合は、中心経営体ごとの農地集積・集約化計画（別記第１号様式）を作成するものとし、

整備計画に添付するものとする。 

２ 総合振興局長等は、整備計画の内容を審査し、適当と認めるときは、事業の採択を希望

する年度の前年度の 10 月末日までに整備計画を農政部長に提出するものとする。 

３ 市町村長は、国営水利システム再編事業（農地集積促進型）（以下「国営水利事業とい

う。」）と一体的に促進事業を実施する場合、又は実施しようとする土地改良区がある場

合は、運用第５の７の(4)に規定する農地集積促進計画（運用の別記様式第 14 号）を作成

し、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するも

のとする。 

４ 総合振興局長等は、農地集積促進計画の内容を審査し、適当と認めるときは、事業の採

択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農地集積促進計画を農政部長に提出するも

のとする。 

５ 北海道土地改良事業団体連合会会長は、複数の総合振興局又は振興局の区域を対象とし

て指導事業を実施する場合は、農業経営高度化支援事業（指導事業）事業計画（別記第２

号様式）を作成し、事業の実施を希望する年度の前年度の９月末日までに農政部長に提出

するものとする。 

６ 農政部長は、５の事業計画を受理したときは、関係する総合振興局長等に通知するもの

とする。 

７ 総合振興局長等は６の通知を受けたときは、整備計画との整合性を確認の上、５の事業

計画を含む整備計画を作成し、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに

農政部長に提出するものとする。 

８ 要領別記１（事業の実施に係る共通運用）第２の２の(4)の規定により、農業生産基盤整

備事業の開始年度の前々年度又は前年度から調査・調整事業を実施する場合は、次のとお

りとする。 

(1) 市町村長は、調査・調整事業（土地改良区又は農業協同組合が実施する場合を含む。）



を実施する年度の前年度の２月末日までに、農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）

先行実施調書（別記第３号様式）を総合振興局長等に提出すること。 

(2) 総合振興局長等は(1)の調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告するこ

と。 

(3) 調査・調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度又は前年

度に行った調査・調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地

区実績報告書（別記第４号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出する

こと。 

９ 農業経営高度化促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 

(1) 市町村長又は土地改良区理事長は、補助金の交付を希望する前年度の３月末日までに

次に掲げる書類を添えて農業経営高度化支援事業（中心経営体農地集積促進事業）集積

等実績報告書（別記第５号様式）を総合振興局長等に提出するものとする。 

ア 中心経営体農地集積促進事業集積等実績書(別記第６号様式) 

イ 中心経営体農地集積促進事業補助金に係る使途計画書（別記第７号様式） 

なお、市町村が土地改良区等に交付する場合にあっては、上記イを土地改良区等から

徴し、その写しを総合振興局長等に提出するものとする。 

    (2) 総合振興局長等は(1)の報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、４月末日

までに農政部長に報告するものとする。 

 

第３ 計画の変更 

 １ 総合振興局長等は、事業計画の変更を行うときは、その内容について別に定める「農業

農村整備事業推進連絡会議の設置について（平成 12 年 11 月 21 日付け計画第 1230 号農村

計画課長他通知）による「農業農村整備事業推進連絡会議」において検討及び調整の上、

変更内容を定めるものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、事業計画の変更の内容について、あらかじめ市町村長と協議を了す

るものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２に定める変更の内容を農政部長に報告するものとする。ただし、

総合振興局長等は次に掲げる要件に該当する事業計画の変更を行う場合、手続きを開始す

る前にその変更内容について農政部長と協議するものとする。 

  (1) 事業費の大幅な変動 

    変更前又は変更後において事業に係る事業費の変更が 50％以上の増減になるもの。 

    (2) その他 

      特に総合振興局長等が必要と認めたもの。 

 ４ 農政部長は、前項の規定による協議があったときは、内容を検討し回答を行うものとす

る。 

 ５ 総合振興局長等は協議の回答を受けた後、速やかに事業計画の変更内容を決定し、市町

村長の同意を得て確定するものとする。 

６ 整備計画及び農地集積促進計画の変更に関する取扱いについては、基盤整備関連経営体

育成等促進計画等変更取扱要領（平成 18 年５月 18 日付け農地第 148 号）の定めによるも

のとする。 

 

第４ 助成 

 １ 道は、農業経営高度化支援事業に要する経費について、北海道補助金等交付規則（昭和

47 年北海道規則第 34 号）に定めるもののほか、農業農村整備事業補助金等の交付事務取

扱要領（平成８年４月１日付け土指第３号農政部長通達）の定めるところにより、助成す

るものとする。 

２ 調査・調整事業は、補助金の交付の決定前であっても実施できるものとし、農業生産基



盤整備事業の開始年度の前々年度又は前年度に実施した調査・調整事業に要した経費の助

成は、農業生産基盤整備事業の開始後、実施した調査・調整事業の実績に対して行うもの

とし、補助対象経費、補助率及び補助対象経費の限度額は、別記１に掲げるとおりとする。 

 

第５ 事業達成状況の報告 

１ 市町村長は、本事業の達成状況を、整備計画又は、農地集積促進計画に定める目標年度

の２月末日までに水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）達成

状況報告書（別記第８号様式）により総合振興局長等に報告するものとする。 

２ 市町村長は、農業経営高度化支援事業を実施する場合にあっては、本事業の達成状況を、

農業水利施設整備事業等に着手した年度から整備計画に定める目標年度の前年度までの

毎年度、水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）達成状況報告

書（別記第８号様式）により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとす

る。 

３ 総合振興局長等は１又は２の報告があった場合には、その内容を審査の上、１について

は当該報告のあった年の３月 10 日までに、２については当該報告のあった年の８月末日

までに農政部長に報告するものとする。 

 



別記１ 第４関係

【農地集積促進型】

事業名 補助対象経費 補助率 補助対象経費の限度額

指導事業 指導事業に要す 10 0分の 50以内

る経費 （ただし、中山

間地域等におい

ては、100分の55

以内）

調査・調整事業 調整事業に要す 100分の50以内 要領別記１（事業の実施に係る

る経費 (ただし、中山間 共通運用）の第３の５に規定する

地域等において 額を限度とする。

は、100分の55以

内)

農業経営高度化 促進事業に要す 10 0分の 50以内 要領別記１（事業の実施に係る

促進事業 る経費 (ただし、中山間 共通運用）の別表３（助成）によ

地域等において り算出した額を限度とする。

は、100分の55以

内)

耕地利用高度化 耕地高度化事業 10 0分の 50以内 要領別記１（事業の実施に係る

推進事業 に要する経費 (ただし、中山間 共通運用）の第３の１０に規定す

地域等において る額を限度とする。

は、100分の55以

内)

注：中山間地域等とは、離島（離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づ

き離島振興対策実施地域として指定された離島をいう。）、特別豪雪地帯（豪雪地帯対策特

別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された地域をいう。）、

振興山村（山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条第１項の規定に基づき指定された地域

をいう。）、半島振興対策実施地域（半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の規

定に基づき指定された地域をいう。）、過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法（令和３年法律第19 号）第２条第２項の規定により公示された過疎地域（同法第

３条第１項若しくは第２項、第41 条第１項若しくは第２項、第42 条又は第44 条第４項の

規定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に限り、

同法附則第５条第１項に規定する特定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び

第８条第１項の規定により特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度か

ら令和９年度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する特別特定市町村（同法附

則第６条第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規定により特別特定市町村の区域とみ

なされる区域を含む。）をいう。）、特定農山村地域（特定農山村地域における農林業等の活

性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第72号）第２条第１項に規定する

地域をいう。）、急傾斜地帯（旧急傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭和27年法律第135号）第



３条の規定に基づき指定された地域又は受益地域内の平均傾斜度が15度以上の地域（水田地

帯を除く。））又は指定棚田地域（棚田地域振興法（令和元年法律第42号）第７条第１項の

規定に基づき指定された指定棚田地域）をいう。



（別記第１号様式）

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －
（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業（要領別記１（事業の実施に係る共通運用）第１の４に規定する作業をいう。）の受託作業を含む面積で、所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする。

　　　２．経営等農用地面積は、要領による算定方法に基づくものである。

　　　３．基幹ほ場３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業を受託しているものとする。

　　　４．人・農地プランにより位置付けられる「地域の中心となる経営体」（中心経営体）に係る数値を記入する。

　　　５．担い手・非担い手の欄には、整備計画の担い手に位置付けられている場合は“担”、位置付けられていない場合は“非”、国営水利事業にあっては“－”を記入する。

　　　６．経営等農用地面積の（　　）内は、集約化面積（3.0ha以上のまとまりを有する農地面積）を記入する。

　　　７．経営形態現況図、経営形態計画図及び農用地集約化状況図を添付する。

 中心経営体ごとの農地集積・集約化計画
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現　　　　　　　　　　況 事業完了時(上段)・目標(下段)

計

所 有 耕 地
賃 借 権 等
設 定 地
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　経営形態現況図又は計画図

（凡例等記入例）

（注）　Ａ４版で現況と計画のそれぞれを作成し、文字等が小さく見えにくくなる場合はＡ３版で作成する。

     　 区 分
耕作面積

(ha)
     　 区 分

耕作面積
(ha)

Ａ１ 中心経営体（担い手） 5.3 Ａ１ 中心経営体（担い手） 10.5

Ａ２ 〃 4.8 Ａ２ 〃 6.7

Ａ３ 〃 7.1 Ａ３ 〃 9.2

Ａ４ 中心経営体（非担い手） 2.4 Ａ４ 中心経営体（非担い手） 2.1

Ｂ１ 非中心経営体（担い手） 19.2 Ｂ１ 非中心経営体（担い手） 21.4

Ｂ２ 非中心経営体（非担い手） 1.3 Ｂ２ 非中心経営体（非担い手） 0.9

（現　　　況） （計　　　画）

（

彩
色
区
分
）

（

彩
色
区
分
）

凡　　　　　　　　例凡　　　　　　　　例
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　農用地集約化状況図

中心経営体集積団地界

受益地

集約化算定地域

基幹３作業受託による中心経営体への集約化

□

所有権による中心経営体への集約化

賃借権等による中心経営体への集約化

農業経営受託による中心経営体への集約化

所有者 ○

凡　　　　　　　　　　　　　　例

集
約
化
状
況

耕作者（賃借権等設定による） △

受託者（基幹３作業以上受託）
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（別記第２号様式）

農業経営高度化支援事業（指導事業）事業計画

１ 事業の目的

事業実施主体 事業目的

２ 指導事業の概要
（１）全体計画

事業実施期間 活動内容等 総事業費 備考
（千円）

（注）１ 「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。

２ 計画の内容は、地域の実情を勘案し、中心経営体への農地の利用集積の促進に資するものとする。

（２）地区別計画

農業生産基盤整備事業

市町村名 地区名 目標年度 事業実施期間 事業費 備考
着工年度 完了年度 （千円）



(別記第３号様式)
番 号
年 月 日

総合振興局長（振興局長） 様

市 町 村 長

農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書

北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取扱要領第２
の８の規定に基づき、次のとおり調査・調整事業を実施します。

記
１ 農業生産基盤整備事業の概要

地区名 採択希望 完了予定 目標予定 受益面積 総事業費 関係団体名
年度 年度 年度 （ha） （百万円）

２ 先行して実施する調査・調整事業の概要

事業種類 事業実施主体 事業実施 活動内容等 事業費 備 考
期 間 （千円）

調査・調 年 月～
整事業 年 月

（注）１ 前々年度から調査・調整事業を実施する場合は、年度ごとに記載すること。

２ 「活動内容等」は、関係農家意向調査、現地調査、説明会等の活動内容、回数等について具体的に記載すること。

３ 経費の助成は北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取扱要領第４の２の規定に基づき、農業生産基

盤整備事業の開始年度から行われるものであること。

４ 助成対象となる経費は、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度から要した経費であること。



(別記第４号様式)

調査・調整事業先行地区実績報告書

１ 農業生産基盤整備事業の概要

事業名 採択希望 完了予定 目標予定 受益面積 総事業費 関係団体名
地区名 年度 年度 年度 （ha） （百万円）

２ 調査・調整事業の実績

実施期間 年 月 日～ 年 月 日 実施主体

活動の概要

区 分 活 動 内 容 備 考

関係農家への意向調査
活動

土地利用調整活動

農用地流動化について
の関係機関との調整活
動

農業機械の利用再編に
関する活動

普及センター等の助言
指導を受けて行う営農
指導に関する活動

その他農用地流動化に
関係する調査・調整活
動

活動に要した経費 円



（別記第５号様式）
番 号
年 月 日

総合振興局長（振興局長） 様

市町村長（土地改良区理事長）

農業経営高度化支援事業（中心経営体農地集積促進事業）集積等実績報告書

北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取
扱要領第２の９の（１）の規定に基づき、次の書類を添えて提出します。

記
１ 中心経営体農地集積促進事業集積等実績書（別記第６号様式）
２ 中心経営体農地集積促進事業補助金に係る使途計画書（別記第７号様式）



（別記第６号様式） 【要件達成確認日： 】

中心経営体農地集積促進事業集積等実績書

１ 農業生産基盤整備事業（又は国営水利事業）の概要

ｿﾌﾄ ﾊｰﾄﾞ

市町村名 土地改良区名 交付先名 地 区 名 事 業 名 開始 着工 完了 目標 受益面積 総事業費

年度 年度 年度 年度 （ha） （百万円）

（注）国営水利事業と一体的に実施する場合は、国営水利事業の概要を記入する。

２ 中心経営体農地集積促進事業の規定（水利施設等保全高度化事業実施要領別記１（事業の実施に係る共

通運用）の別表３（助成））に基づく助成割合

農用地 中心経営 中心経営 中心経営 助成 中心経営 集約化 助成割合

区 分 面積 体の利用 体の集約 体集積率 割合 体集約化 加算 計

集積面積 化面積 率

（ ha） （ ha） （ ha） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ=Ｂ/Ａ Ｅ Ｆ=Ｃ/Ｂ Ｇ Ｈ=Ｅ+Ｇ

目標年度

実績（○○年度まで）

（注）農業生産基盤整備事業（又は国営水利事業）の開始年度など、前年度の実績がない場合は、実績（○○年度まで）欄は斜線を引く。

３ 補助対象経費限度額算定

補助対象経費
総事業費 助成割合

区 分 限 度 額

(千円) （％） (千円)

Ｉ Ｊ Ｋ=Ｉ×Ｊ

補 助 対 象 経 費

４ 促進事業の実績

使途区分

計

実施年度 事業費（円） 事業費（円） （円）

年度

年度

年度

年度

年度

計

（注）使途区分欄には、「農家負担金の繰上償還」など、促進事業の使途を記入する。



（別記第７号様式）

中心経営体農地集積促進事業補助金に係る使途計画書

年 月 日
総合振興局長（振興局長） 様

住所

氏名

水利施設等保全高度化事業実施要領別記１（事業の実施に係る共通運用）別表２の区分の欄の４の
農業経営高度化支援事業の事業種類の欄の(２)のウに基づく中心経営体農地集積促進事業の補助
金について、水利施設等保全高度化事業実施要領別記１（事業の実施に係る共通運用）第２の２の（５）
のウの(ア)に基づき、次のとおり使用する計画であることを報告します。

記

事 業 名

地 区 名

補助金の交付希望額

補 助 金 の 使 途

【繰上償還案件明細】 （金額単位：円）

借入 今 回 繰 上
区 分 決定番号 当初借入額 償還済額 借 入 残 高

年度 償還予定額

１ 農業基盤整備資金

２ 農業基盤整備資金

３ 農業基盤整備資金

繰 上 償 還 予 定 日

（注）１ 繰上償還案件明細は促進事業の使途が農家負担金の繰上償還である場合に記入する。

２ １以外の使途に使用する時は、その使途内容に係る説明資料を添付する。



（別記第８号様式）

番 号
年 月 日

総合振興局長（振興局長） 様

市 町 村 長

水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）達成状況報告書

北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取扱要領第５
の１(又は２)の規定により、次のとおり事業達成状況について報告します。

記
１ 事業実施状況
(1) 農業生産基盤整備事業の実施状況

関係市町村名 総事業費 受益面積 着工 完了
地区名 及び 主な工事内容 備考

土地改良区名 (百万円) (ha) 年度 年度

一体的に実施した 実施した関連支援
備考

関連支援事業 事業の内容

注１：「一体的に実施した関連支援事業」には、国及び道の助成を受けずに実施する事業のほか、農業経営高度化支援事業及び農山漁村活性化

プロジェクト支援交付金等の名称を記入する。

(2) 国営水利事業の実施状況

関係市町村名 総事業費 受益面積 着工 完了
地区名 及び 主な工事内容 備考

土地改良区名 (百万円) (ha) 年度 年度

中心経営体農地集積 実施した中心経営体
促進事業助成対象 農地集積促進事業 備考

事業費 助成対象事業内容

注１：「中心経営体農地集積促進事業助成対象事業費」とは、国営水利事業の総事業費のうち、①農業用水の再編に伴い、施設規模の変更を行

うもの、又は②末端施設まで一貫してパイプライン化等が可能となるものに係る事業費。

(3) 農業経営高度化支援事業の実施状況

事業名 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 総事業費 備考
（千円）

注１：農業経営高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

注２：「事業名」は、運用別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。

注３：「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。



２ 事業達成状況
(1) 担い手への農用地集積の実績

農用地面積 担い手の 農用地面積に占
利用集積面積 める担い手の利

区 分 担い手の所有面積 担い手の使用収益 担い手の基幹３作 用集積率
権面積 業受託面積

(ha) (ha) （ha） （ha） （ha） (％)
A B=C+D+E C D E B/A

事業実施前

計 画 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

○○年度まで

上段( )：農業生産基盤整備事業の完了時、下段：整備計画等目標年度

(2) 担い手別農用地集積方法

担 い 手 区 分

農業者 農地所有適格 生産組織 特定農業 その他 今後育成す 計

権利等 うち認定 法人 うち認定 団体等 法人 べき農業者

の種類 農業者 農業者

人数 面積 人数 面積 法人 面積 法人 面積 組織 面積 団体 面積 法人 面積 人数 面積 人数 面積

(ha) (ha) 数 (ha) 数 (ha) 数 (ha) 数 (ha) 数 (ha) 等 (ha) 等 (ha)

自己所有地

賃貸権設定

経営受託

基幹作業
受託

計

注１：担い手の区分欄については、要領第９の２の規定に基づいて記載するものとする。

注２：本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

(3) 中心経営体への農地集積・集約化の実績

農用地 中心経営 中心経営体 中心経営 助成割合

面積 体の利用 中心経営 中心経営体 中心経営体 の集約化面 体集積率 中心経営体利用

区 分 集積面積 体の所有 の使用収益 の基幹３作 積 集積面積に占め

面積 権面積 業受託面積 る集約化率 （％）

（ha） （ha） （ha） （ha） （ha） （ha） （％） （％）

A B=C+D+E C D E F B/A B/A

事業実施前

計 画 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

○○年度まで

上段( )：農業生産基盤整備事業等の完了時、下段：整備計画等目標年度

注１：中心経営体農地集積促進事業を実施している場合にのみ記入し、実施しない場合には斜線を引く。

注２：複数の中心経営体に集積する場合には、各々の中心経営体ごと及び合計について本表を作成する。



３ 担い手別地番別土地利用調整結果一覧表

所有 担 い 手 区 分 別 集 積 方 法
担 地番 面積 計画 農家
い 地目 番号 農業者 農地所有適格法人 生産 特定 その他 今後育成
手 組織 農業 法人 すべき農
番 うち認定 うち認定 団体 業者
号 農業者 農業者 等

0001 1.20 田 ⑥ (所)⑥ (所)⑥
1.20 1.20

0002 1.06 畑 ⑥ (所)⑥ (所)⑥
1.06 1.06

⑥
0103 1.40 田 ② (賃)⑥ (賃)⑥

1.40 1.40

0205 1.35 〃 ④ (受)⑥ (受)⑥
1.35 1.35

小 計 5.01 5.01 5.01

計

注１：一覧表は担い手別に整理する。

注２：集積方法の(所)は所有権、(賃)は賃貸借権等、(受)は基幹ほ場３作業以上の受託によるものとして記入し、個別農家は「⑥」等、法人及び組織

等は「Ａ」等と表記する。
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